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１．医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度の創設【医療法】
医師少数区域等における一定期間の勤務経験を通じた地域医療への知見を有する医師を厚生労働大臣が評価・認定す

る制度の創設や、当該認定を受けた医師を一定の病院の管理者として評価する仕組みの創設
２．都道府県における医師確保対策の実施体制の強化【医療法】

都道府県においてPDCAサイクルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」の策定、都道府県と

大学、医師会等が必ず連携すること等を目的とした「地域医療対策協議会」の機能強化、効果的な医師の配置調整等の
ための地域医療支援事務の見直し 等

３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】
医師確保計画との整合性の確保の観点から医師養成過程を次のとおり見直し、各過程における医師確保対策を充実
・医学部：都道府県知事から大学に対する地域枠・地元出身入学者枠の設定・拡充の要請権限の創設
・臨床研修：臨床研修病院の指定、研修医の募集定員の設定権限の国から都道府県への移譲
・専門研修：国から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会を確保するよう要請する権限の創設

都道府県の意見を聴いた上で、国から日本専門医機構等に対し、地域医療の観点から必要な措置の実施
を意見する仕組みの創設 等

４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応【医療法】
外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、二次医療圏を基本とする区域ごとに外来医療関係者による協

議の場を設け、夜間救急体制の連携構築など地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針と併せて協議・公表
する仕組みの創設

５．その他【医療法等】
・地域医療構想の達成を図るための、医療機関の開設や増床に係る都道府県知事の権限の追加
・健康保険法等について所要の規定の整備 等

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）の概要

地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府県の医療計画における医師の確保に関
する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の決定権限の都道府県への移譲等の措置を講ずる。

改正の趣旨

2019年４月１日。（ただし、２のうち地域医療対策協議会及び地域医療支援事務に係る事項、３のうち専門研修に係る事項並びに
５の事項は公布日、１の事項及び３のうち臨床研修に係る事項は2020年４月１日から施行。）

施行期日

改正の概要
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施行日 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

主要事項のスケジュール

医療提供体制
・地域医療構想
・第７次医療計画

三師調査結果公表

主な改正内容

新たな医師の認定制度の
創設

H32.4.1施行

医師確保計画の策定 H31.4.1施行

地域医療対策協議会の役
割の明確化等

公布日施行

地域医療支援事務の追加 公布日施行

外来医療機能の可視化／
協議会における方針策定

H31.4.1施行

都道府県知事から大学に
対する地域枠／地元枠増
加の要請

H31.4.1施行

都道府県への臨床研修病
院指定権限付与

H32.4.1施行

国から専門医機構等に対
する医師の研修機会確保
に係る要請／国・都道府
県に対する専門研修に係
る事前協議

公布日施行

新規開設等の許可申請に
対する知事権限の追加

公布日施行

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行スケジュール
公布

第７次医療計画

H31.12公表
（H30年調査）

H33.12公表
（H32年調査）

H35.12公表
（H34年調査）

H37.12公表
（H36年調査）

第８次医療計画

H36.4.1（改正法の施行
日から５年後）を目途
に検討を加える

骨太の方針2017に基づく
見直し時期（※）

※経済・財政再生計画改革工程表 2017改定版（抄） 都道府県の体制・権限の在り方について、地域医療構想調整会議の議論の進捗、2014年の法律改正

で新たに設けた権限の行使状況等を勘案した上で、関係審議会等において検討し、結論。検討の結果に基づいて2020年央までに必要な措置を講ずる。

医師確保について協議する場

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施

事務の追加

医師確保計画
策定作業

地域枠／地元枠の要請の開始

要請／事前協議の開始

指標
策定

計画策定作業 計画に基づく取組の実施

新制度に基づく臨床研修病院・募集定員の指定

認定制度の開始

新たな知事権限の運用開始
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医師偏在指標の導入

現 状 制度改正後

○ 現在、地域ごとの医師数の比較には人口
10万人対医師数が一般的に用いられてい
るが、以下のような要素が考慮されておらず、
医師の地域偏在・診療科偏在を統一的に
測る「ものさし」にはなっていない。

• 医療需要（ニーズ）及び将来の人口・
人口構成の変化

• 患者の流出入等
• へき地等の地理的条件
• 医師の性別・年齢分布
• 医師偏在の種別（区域、診療科、入

院／外来）

二次医療圏ごとの人口10万対医師数（平成26年）

○ 医師偏在の度合いを示すことによって、都道府県内で医師が多い地
域と少ない地域が可視化されることになる。

○ 都道府県知事が、医師偏在の度合い等に応じて、都道府県内の
「医師少数区域（仮称）」と「医師多数区域（仮称）」を指定し、
具体的な医師確保対策に結びつけて実行できるようになる。

※ ただし、医師偏在の度合いに応じ、医療ニーズに比して医師が多いと評価された
地域であっても、救急・小児・産科医療など政策医療等の観点から、地域に一定
の医師を確保する必要がある場合については、配慮することが必要。

現在・将来人口を踏まえた医療ニーズに基づき、地域ごと、
診療科ごと、入院外来ごとの医師の多寡を統一的・客観
的に把握できる、医師偏在の度合いを示す指標を導入

医師多数区域（仮称）

医師少数区域（仮称）

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施
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都道府県は、三次医療圏・二次医療圏単位で、医師偏在指標を踏まえた
医師の確保数の目標（目標医師数）の設定が義務付けられている

都道府県は、二次医療圏単位で、医師偏在指標に関する基準に従い、
医師少数区域・医師多数区域の設定ができるとされている

都道府県は、医師偏在指標によって示される当該都道府県の医師の多寡
を踏まえ、大学に対し、医学部における地域枠・地元枠の設定・増加の要請
を行うことができることとなる

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医師の確保と、当該区域に派遣される医師のキャリア形成の機会の
確保を目的としたキャリア形成プログラムの策定を行うこととされている

都道府県知事は、医師少数区域等における医師数の状況に配慮した上
で、都道府県内の臨床研修病院ごとの研修医の定員を定めることとされてい
る

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医療機関をはじめ、医師確保が必要な医療機関で適切に医師が確
保されることを目的とした医師の派遣調整を行うこととされている

都道府県は、医師少数区域等に派遣される医師が勤務することとなる医療
機関の勤務環境の改善の重要性に留意し、医師派遣と連携した勤務環境
改善支援を行うこととされている
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医師偏在指標を活用した医師偏在対策

 改正法の施行後、医師偏在指標を活用した医師偏在対策として、主に以下のものが実施されることとなる。

医師少数区域、医師多数区域の設定

臨床研修病院の定員設定

都道府県内での医師の派遣調整

大学医学部における地域枠・地元枠の設定

キャリア形成プログラムの策定

医師確保計画における目標医師数の設定

医療機関の勤務環境の改善支援

厚生労働大臣は、医師少数区域等における一定の勤務経験を通じた地域
医療への知見を有する医師を認定することとされている

地域医療への知見を有する医師の大臣認定
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政策上必要な医師偏在指標の骨格

活用される場面 指標の設定単位 指標の設定時点

医師確保計画における

目標医師数の設定

二次医療圏 現在時点

三次医療圏 現在時点

医師少数区域、
医師多数区域の設定

二次医療圏 現在時点

大学医学部における
地域枠・地元枠の設定

三次医療圏 将来時点*

* このまま追加的な医師偏在対策を講じなかった場合（現在の医師
供給のトレンドが継続した場合）における医師数の偏在を表す指標

※将来時点をどこに設定するかについて、今後検討が必要



7

現在時点の医師偏在指標について

１．検討すべき要素について

２．医師偏在指標について



医師偏在指標の導入

現 状 制度改正後

○ 現在、地域ごとの医師数の比較には人口
10万人対医師数が一般的に用いられてい
るが、以下のような要素が考慮されておら
ず、医師の地域偏在・診療科偏在を統一
的に測る「ものさし」にはなっていない。

• 医療需要（ニーズ）及び将来の人口・
人口構成の変化

• 患者の流出入等
• へき地等の地理的条件
• 医師の性別・年齢分布
• 医師偏在の種別（区域、診療科、入

院／外来）

二次医療圏ごとの人口10万対医師数（平成26年）

○ 医師偏在の度合いを示すことによって、都道府県内で医師が多い地
域と少ない地域が可視化されることになる。

○ 都道府県知事が、医師偏在の度合い等に応じて、都道府県内の
「医師少数区域（仮称）」と「医師多数区域（仮称）」を指定し、
具体的な医師確保対策に結びつけて実行できるようになる。

※ ただし、医師偏在の度合いに応じ、医療ニーズに比して医師が多いと評価された
地域であっても、救急・小児・産科医療など政策医療等の観点から、地域に一定
の医師を確保する必要がある場合については、配慮することが必要。

現在・将来人口を踏まえた医療ニーズに基づき、地域ごと、
診療科ごと、入院外来ごとの医師の多寡を統一的・客観
的に把握できる、医師偏在の度合いを示す指標を導入

医師多数区域（仮称）

医師少数区域（仮称）

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施
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平成29年12月21日
医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会

医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ（抄）

都道府県の策定する医師確保計画の実効性を確保するため、地域ご
との医師の多寡を全国ベースで客観的に比較・評価可能な、医師偏
在の度合いを示す指標7を設定すべきである。これと併せ、都道府県
知事が、医師偏在の度合い等に応じて、都道府県内の「医師少数区
域（仮称）」及び「医師多数区域（仮称）」を設定し、具体的な医師確保
対策に結び付けて実行できることとすべきである。

7 この指標の設定に当たっては、医療ニーズ、将来の人口・人口構成
の変化、医師偏在の単位（区域、診療科、入院／外来）、患者の流出
入、医師の性・年齢、へき地や離島等の地理的条件等を考慮すること
とする。
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平成30年５月17日 参議院厚生労働委員会
平成30年７月13日 衆議院厚生労働委員会

医療法及び医師法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）

都道府県が医師少数区域等を設定するための医師偏在指標を定める
に当たっては、地域住民の年齢構成の推移、患者の流出入の状況、
昼夜人口の変化など、地域の実情やニーズを適切に反映する客観的
なデータを用いて検討を行うこと。
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について

１－２．患者の流出入等について

１－３．へき地等の地理的条件について

１－４．医師の性別・年齢分布について

１－５．医師偏在の種別について

１．検討すべき要素について
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（１）ー年齢構成

参照）平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査

 地域によって、人口構成が異なる。
 65歳以上人口の割合が最大の秋田県と、最小の沖縄県では、14ポイントの差がある。

1位 秋田県 34.1%

2位 高知県 33.1%

3位 島根県 32.6%

65歳以上の人口の割合

45位 愛知県 24.0%

46位 東京都 22.5%

47位 沖縄県 20.1%
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（２）ー性別構成

 地域によって、男女の比率が異なる。
 女性比率が最大の鹿児島県と、最小の愛知県では、３ポイントの差がある。

1位 鹿児島県 52.93%

2位 長崎県 52.88%

3位 秋田県 52.85%

女性比率

45位 茨城県 49.93%

46位 埼玉県 49.90%

47位 愛知県 49.88%

参照）平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（３）ー年齢ごとの受療率

年齢や性別によって、受療率が異なる。
 15歳未満の小児と、高齢者は受療率が比較的高い。
 20代から30代にかけては、女性の受療率が比較的高い。

参照）平成26年患者調査
平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査

※推計患者数は、歯科診療所を除いた数

受療率（性年齢階級別）
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 地域によって、人口構成（性・年齢構成）が異なる。
 性・年齢によって、受療率が異なる。
 これらの違いは、人口10万人対医師数では考慮できていない。

• 地域ごとの医療需要を、地域ごとの人口構成の違いを踏まえ、性年齢階級別の受療率を用いて
調整してはどうか。

課題

論点

１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（４）

性年齢階級別受療率を用いた、各地域の医療需要の計算方法（案）

・地域ごとの医療需要 =
地域ごとの人口

10万人
×地域ごとの標準化受療率比

・地域ごとの標準化受療率比 =
地域ごとの期待受療率

全国の受療率

・地域ごとの期待受療率

＝

0 − 5歳男性 地域ごとの人口× [0 − 5歳男性]受療率＋ 0− 5歳女性 地域ごとの人口× [0 − 5歳女性]受療率＋・・・

・・・＋ 30− 35歳男性 地域ごとの人口× [30 − 35歳男性]受療率＋・・・＋ 80歳以上女性 地域ごとの人口× [80歳以上女性]受療率

地域ごとの人口
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１－２．患者の流出入等について①ー昼間と夜間の人口差について（１）

 昼間人口と夜間人口が大きく異なる都道府県が存在する。
 昼間人口は夜間人口と比べて、最も増加する東京都で約240万人増、最も減少する埼玉県で約

81万人減となる。

参照）平成27年国勢調査

夜間人口（※１）と昼間人口（※２）の比較（都道府県別）

都道府県名
夜間人口

（2015年）

昼間人口

（2015年）

差分

（昼－夜）
都道府県名

夜間人口

（2015年）

昼間人口

（2015年）

差分

（昼－夜）

全国 127,094,745 127,094,745 0 三重県 1,815,865 1,784,775 △ 31,090

北海道 5,381,733 5,378,786 △ 2,947 滋賀県 1,412,916 1,363,716 △ 49,200

青森県 1,308,265 1,306,283 △ 1,982 京都府 2,610,353 2,656,353 46,000

岩手県 1,279,594 1,276,705 △ 2,889 大阪府 8,839,469 9,224,306 384,837

宮城県 2,333,899 2,339,786 5,887 兵庫県 5,534,800 5,294,074 △ 240,726

秋田県 1,023,119 1,020,642 △ 2,477 奈良県 1,364,316 1,228,426 △ 135,890

山形県 1,123,891 1,120,365 △ 3,526 和歌山県 963,579 946,387 △ 17,192

福島県 1,914,039 1,917,815 3,776 鳥取県 573,441 572,678 △ 763

茨城県 2,916,976 2,842,851 △ 74,125 島根県 694,352 694,770 418

栃木県 1,974,255 1,955,198 △ 19,057 岡山県 1,921,525 1,921,822 297

群馬県 1,973,115 1,969,764 △ 3,351 広島県 2,843,990 2,850,087 6,097

埼玉県 7,266,534 6,456,452 △ 810,082 山口県 1,404,729 1,399,109 △ 5,620

千葉県 6,222,666 5,582,241 △ 640,425 徳島県 755,733 752,919 △ 2,814

東京都 13,515,271 15,920,405 2,405,134 香川県 976,263 978,511 2,248

神奈川県 9,126,214 8,322,926 △ 803,288 愛媛県 1,385,262 1,385,392 130

新潟県 2,304,264 2,302,236 △ 2,028 高知県 728,276 727,644 △ 632

富山県 1,066,328 1,063,834 △ 2,494 福岡県 5,101,556 5,105,438 3,882

石川県 1,154,008 1,156,536 2,528 佐賀県 832,832 834,871 2,039

福井県 786,740 786,736 △ 4 長崎県 1,377,187 1,374,210 △ 2,977

山梨県 834,930 828,495 △ 6,435 熊本県 1,786,170 1,777,292 △ 8,878

長野県 2,098,804 2,094,051 △ 4,753 大分県 1,166,338 1,165,668 △ 670

岐阜県 2,031,903 1,952,630 △ 79,273 宮崎県 1,104,069 1,103,434 △ 635

静岡県 3,700,305 3,692,336 △ 7,969 鹿児島県 1,648,177 1,646,386 △ 1,791

愛知県 7,483,128 7,586,294 103,166 沖縄県 1,433,566 1,433,110 △ 456

： 10％以上増加

： ３％以上10％未満増加

： ３％以上10％未満減少

： 10％以上減少

※１ 夜間人口：調査時に当該地域に常住している人口

※２ 昼間人口：当該地域の夜間人口から他の地域へ通勤・
通学している者を減じ、他の地域から通勤・通学に来て
いる者を加えた人口

昼間人口が夜間人口に比べて



： 10％以上増加

： ３％以上10％未満増加

： ３％以上10％未満減少

： 10％以上減少
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１－２．患者の流出入等について①ー昼間と夜間の人口差について（２）

 昼間人口10万人対医師数は夜間人口10万人対医師数と比べて、最も増加する奈良県で約27
ポイント増、最も減少する東京都で約46ポイント減となる。

参照）
平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
平成27年国勢調査

夜間人口（※１） 10万人対医師数と昼間人口（※２） 10万人対医師数の比較（都道府県別）

夜間人口（2015年）

当たり

昼間人口（2015年）

当たり

夜間人口（2015年）

当たり

昼間人口（2015年）

当たり

全国 239.8 239.8 三重県 216.1 219.9

北海道 237.0 237.1 滋賀県 220.9 228.9

青森県 195.9 196.2 京都府 314.2 308.8

岩手県 192.1 192.5 大阪府 270.2 258.9

宮城県 231.5 231.0 兵庫県 241.8 252.8

秋田県 220.6 221.1 奈良県 241.7 268.4

山形県 217.4 218.1 和歌山県 287.3 292.5

福島県 194.4 194.0 鳥取県 296.3 296.7

茨城県 179.6 184.3 島根県 270.6 270.4

栃木県 217.0 219.2 岡山県 299.3 299.3

群馬県 224.5 224.9 広島県 254.0 253.5

埼玉県 160.6 180.7 山口県 244.6 245.6

千葉県 190.3 212.2 徳島県 313.5 314.6

東京都 306.7 260.3 香川県 274.8 274.2

神奈川県 205.8 225.7 愛媛県 260.5 260.5

新潟県 190.3 190.5 高知県 302.9 303.2

富山県 240.6 241.2 福岡県 297.7 297.5

石川県 279.9 279.3 佐賀県 275.2 274.5

福井県 244.3 244.3 長崎県 293.5 294.1

山梨県 230.4 232.2 熊本県 280.0 281.4

長野県 225.1 225.6 大分県 267.1 267.2

岐阜県 207.8 216.3 宮崎県 236.7 236.8

静岡県 200.1 200.5 鹿児島県 261.1 261.4

愛知県 208.4 205.6 沖縄県 244.0 244.1

10万人対医師数 10万人対医師数
都道府県名 都道府県名

※１ 夜間人口：調査時に当該地域に常住している人口

※２ 昼間人口：当該地域の夜間人口から他の地域へ通勤・
通学している者を減じ、他の地域から通勤・通学に来て
いる者を加えた人口

昼間人口10万人対医師数が
夜間人口10万人対医師数に比べて
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 昼間と夜間では、人口が異なる都道府県が存在する。
 昼間に滞在する地域でも受療が行われているが、人口10万人対医師数は夜間人口を元に算出

されているため、昼間の受療行動が考慮されていない。

• 人口10万人対医師数では考慮されていない昼間の受療行動について、医師偏在指標の作成
等においてどのように考慮していくか。
 昼間所在地での受療は、外来診療が主であると考えられるため、このような昼間の外来診療

分について、一定程度反映してはどうか。

課題

論点

１－２．患者の流出入等について①ー昼間と夜間の人口差について（３）



（参考）地域医療構想における患者流出入の考え方

 構想区域の医療需要は、患者の住所地を使用する。

 都道府県間において患者流出入が大きい場合は、当該構想区域内の医療機関で入院医療を
行う患者数について、調整を行う。少なくとも、2025 年の医療需要に対し、患者の流出入が
20％又は1,000 人を超える場合は、調整のための協議を行う。

 都道府県間で供給数の増減を調整する場合には、都道府県内の関係部局や医療関係者の
意見を踏まえ、自都道府県の考え方をまとめる。また、自都道府県内の構想区域間の供給数
の増減を調整する場合も同様に、医療関係者や市町村の意見を踏まえ、自都道府県の考え
方をまとめる。

 以上の考え方を踏まえ、都道府県は、関係する都道府県や都道府県内の医療関係者との間
で、当該構想区域の医療機関で入院医療を行う患者数を調整し、将来のあるべき医療提供
体制を踏まえ、丁寧かつ十分な協議を行い、医療機関で入院医療を行う推定患者数を確定す
る。

１－２．患者の流出入等について②ー患者の流出入について（１）

○地域医療構想策定ガイドライン（一部抜粋・要約）
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患者総数

（患者住所地）
推計流入患者数 推計流出患者数

流入率(%) 流出率(%)

三重県 136.7 2.1 5.8 1.6 4.2

滋賀県 84.1 1.5 2.9 1.8 3.4

京都府 158.6 6.9 5.6 4.3 3.5

大阪府 615.5 20.5 13.3 3.2 2.2

兵庫県 386.9 8.4 13.3 2.2 3.4

奈良県 87.3 3.3 6.8 3.9 7.8

和歌山県 74.8 2.3 2.3 3.0 3.1

鳥取県 41.2 1.9 0.6 4.4 1.5

島根県 51.6 0.9 1.9 1.8 3.7

岡山県 130.1 2.8 2.3 2.1 1.8

広島県 210.4 3.9 2.5 1.8 1.2

山口県 116.1 1.3 2.2 1.1 1.9

徳島県 60.8 0.9 0.7 1.5 1.2

香川県 76.8 1.0 1.1 1.3 1.4

愛媛県 110.7 0.8 1.4 0.7 1.3

高知県 60.8 0.3 0.7 0.5 1.2

福岡県 374.5 8.5 6.6 2.2 1.8

佐賀県 70.7 3.7 3.4 5.2 4.8

長崎県 115.5 1.1 1.9 0.9 1.6

熊本県 149.5 3.1 2.4 2.1 1.6

大分県 84.9 2.4 2.5 2.8 2.9

宮崎県 82.5 2.3 1.7 2.7 2.1

鹿児島県 138.8 1.3 3.0 0.9 2.2

沖縄県 78.4 0.4 0.5 0.5 0.6

総数

（千人）

患者総数

（患者住所地）
推計流入患者数 推計流出患者数

流入率(%) 流出率(%)

全国 8557.2 270.6 270.6 3.2 3.2

北海道 349.7 0.7 1.1 0.2 0.3

青森県 91.2 1.4 0.9 1.5 1.0

岩手県 85.1 1.6 1.8 1.9 2.1

宮城県 152.7 2.4 1.7 1.5 1.1

秋田県 69.1 0.9 0.7 1.3 1.0

山形県 83.6 0.7 0.8 0.8 1.0

福島県 126.0 2.3 2.6 1.8 2.1

茨城県 180.1 6.5 10.5 3.6 5.8

栃木県 124.6 5.4 3.5 4.2 2.8

群馬県 126.2 4.8 2.8 3.7 2.2

埼玉県 412.4 14.2 42.9 3.6 10.4

千葉県 349.9 10.6 25.7 3.1 7.3

東京都 861.6 101.2 31.7 10.7 3.7

神奈川県 585.0 14.8 39.4 2.6 6.7

新潟県 154.6 0.8 0.9 0.5 0.6

富山県 67.7 0.9 0.9 1.3 1.3

石川県 72.0 1.0 0.7 1.4 1.0

福井県 50.3 0.4 0.7 0.8 1.4

山梨県 54.0 1.4 1.9 2.6 3.5

長野県 128.4 1.2 1.8 0.9 1.4

岐阜県 139.5 2.6 4.0 1.9 2.9

静岡県 222.8 3.3 3.7 1.5 1.7

愛知県 473.4 9.5 4.5 2.0 1.0

総数

（千人）
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１－２．患者の流出入等について②ー患者の流出入について（２）

 患者の受療行動は患者住所地以外の地域でも見られ、都道府県間で患者の流出入が発生している。
 都道府県間流入率は最大で東京都の10.7%（患者流入：医療施設住所地外の患者による受診）
 都道府県間流出率は最大で埼玉県の10.4%（患者流出：患者住所地外の医療機関への受診）

参照）平成26年患者調査

流入率＝
当該地域外に居住する入院患者数＋当該地域外に居住する外来患者数

当該地域内の医療施設における入院患者数＋当該地域内の医療施設における外来患者数

流出率＝
当該地域外の医療施設で入院した患者数＋当該地域外の医療施設を外来受診した患者数

当該地域内に居住する外来患者数＋当該地域内に居住する入院患者数

： 流入率・流出率が10%以上

都道府県間の患者総数の流入率・流出率
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 患者の受療行動は、患者住所地以外の地域でも見られる（地域間で患者の流出入が存在してい
る。）。

 人口10万人対医師数は、患者住所地を元に算出されており、患者の流出入が考慮されていない。

• 人口10万人対医師数では考慮されていない患者の流出入について、医師偏在指標の作成等にお
いて、どのように考慮していくか。

 地域医療構想における推計方法を参考に、患者住所地を元に医療需要を算出し、流出入に
ついての実態も情報提供した上で、都道府県間で調整を行うこととしてはどうか。また、調整方法
をどのように考えるか。

課題

論点

１－２．患者の流出入等について②ー患者の流出入について（３）



１－３．へき地等の地理的条件について（１）

へき地の考え方

⃝ 無医地区、準無医地区などのへき地保健医療対策を実施することが必要とされている地域

無医地区・準無医地区について

⃝ 無医地区（全国637ヶ所※１）
• 第３次へき地保健医療計画が策定された昭和３３年に規

定されたもの
• 原則として医療機関※２のない地域で、当該地域の中心

的な場所を起点としておおむね半径４kmの区域※３内に
人口５０人以上が居住している地域であって、かつ容易
に医療機関を利用することができない※４地区

⃝ 準無医地区（全国420ヶ所※１）
• 第７次へき地保健医療計画が策定された平成３年に規定

されたもの
• 無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と

各都道府県が判断し※５、厚生労働大臣に協議し適当と認
めた地区

※１ 平成26年９月30日時点

※２ 病院及び一般診療所をいい、へき地診療所等で定期的に開診されている場合を含む。
（１） 診療日の多少に関わらず、定期的に開催していれば無医地区とはならない。
（２） 診療所はあるが、医師の不在等の理由から「休止届」がなされている場合は無

医地区として取扱う。

※３ 地図上空間距離を原則とするが、その圏域に存在する集落間が山、谷、海などに
より断絶されている場合は分割して差し支えない。

※４ 下記における交通事情が次の状況にある場合をいう。
（１） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通機関がな

い場合
（２） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通機関はあ

るが、１日３往復以下であるか、または４往復以上であるが、これを利用しても
医療機関まで行くために必要な時間（徒歩が必要である場合は徒歩に必要な時間
を含む。）が１時間をこえる場合

（３） ただし、上記（１）または（２）に該当する場合であっても、タクシー、自家
用車（船）の普及状況、医師の往診の状況等により、受診することが容易である
と認められる場合を除く。

※５ 無医地区の定義には該当しないが、無医地区として取り扱うべき特殊事情として次
に掲げる要件のいずれかに該当する場合に、無医地区に準じる地区として適当とと認
められる地区であるか判断する。

（１） 半径４km地区内の人口が50人未満で、かつ、山、谷、海などで断絶されていて、
容易に医療機関を利用することができないため、巡回診療が必要である。

（２） 半径４km地区内に医療機関はあるが診療日数が少ない（概ね３日以下）、又は
診療時間が短い（概ね４時間以下）ため、巡回診療等が必要である。

（３） 半径４km地区内に医療機関はあるが眼科、耳鼻咽喉科などの特定の診療科目
がないため、特定診療科についての巡回診療等が必要である。

（４） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することできる定期交通機関があり、
かつ、１日４往復以上あり、また、所要時間が１時間未満であるが、運行している
時間帯が朝夕に集中していて、住民が医療機関を利用することに不便なため、巡回
診療等が必要である。

（５） 豪雪地帯等において冬期間は定期交通機関が運行されない、又は極端に運行数
が少なくなり、住民が不安感を持つため、巡回診療等が必要である。

＜へき地診療所＞
交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれない山間地、離島その他の地
域のうち医療の確保が困難である無医地区及び準無医地区において、地域住民の
医療を確保することを目的として、都道府県、市町村等が設置する診療所。設置
すると当該地域は、無医地区または準無医地区ではなくなる。

22



 無医地区・準無医地区が存在する二次医療圏の割合について、人口10万人対医師数を踏まえてヒストグラムを作成すると、次のようになる。

• 二次医療圏を、人口10万人対医師数の多い順に20個ずつグループ化（321～335位は15個）。
• 各グループに含まれる二次医療圏のうち、無医地区・準無医地区を1つ以上有する二次医療圏の割合を表示。
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準無医地区を含む

二次医療圏の割合
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無医地区を含む

二次医療圏の割合

１－３．へき地等の地理的条件について（２）

 無医地区、準無医地区を含む二次医療圏であっても、人口10万人対医師数にばらつきがある。
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参照）
平成26年度無医地区等調査
平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
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 無医地区、準無医地区は人口10万人対医師数が少ない地域以外にも存在する。

• 医師偏在指標によって医師少数区域ではないとされる二次医療圏にも、無医地区、準無医地
区が存在することが考えられる。

• 当該二次医療圏の無医地区や準無医地区をどのように考慮していくか。

 医療法においては、医師少数区域その他厚生労働省令で定める区域を「医師の確保を特
に図るべき区域」と定義し、医師確保計画における重点的な医師派遣等の医師確保対策
の対象とすることとしており、医師少数区域以外の二次医療圏に存在する無医地区、準無
医地区（へき地診療所を設置し、定義上、無医地区又は準無医地区ではなくなった地域
も含む。）について、一定の考え方に基づいて、対応を検討してはどうか。

課題

論点

１－３．へき地等の地理的条件について（３）
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１－４．医師の性別・年齢分布について（１）

 地域によって医師の年齢分布が異なる。
 65歳以上の医師の割合が最も高い長崎県と、最も低い東京都では約10ポイントの差がある。

参照）平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
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40歳未満 40歳以上65歳未満 65歳以上75歳未満 75歳以上

1位 長崎県 22.2%

2位 徳島県 21.6%

3位 山口県 21.1%

65歳以上の医師の割合

45位 沖縄県 13.2%

46位 神奈川県 12.9%

47位 東京都 12.4%
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26

１－４．医師の性別・年齢分布について（２）

 地域によって医師の男女比が異なる。
 医師の女性割合が最も高い東京都と、最も低い福島県では約15ポイントの差がある。

参照）平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査

1位 東京都 29.2%

2位 神奈川県 24.7%

3位 徳島県 23.0%

女性比率

45位 岩手県 15.5%

46位 北海道 15.2%

47位 福島県 14.9%



「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」における、性別、年齢階級ごとの医師の平均労働時間

27

１－４．医師の性別・年齢分布について（３）

 性別や年齢によって医師の平均労働時間に差がある。

性・年齢階級別の週当たり平均勤務時間（単位：時間）

男性 女性

20歳代 64:03 59:23

30歳代 62:40 49:04

40歳代 58:43 43:14

50歳代 52:59 45:05

60歳代 44:33 39:43

70歳代以上 32:58 32:16

※ 医師全体の週当たり平均勤務時間は51:42

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成

※ 勤務時間：診療時間（外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。）、診療外時間（教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。）、待機時間（待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、

院内に待機して応急患者に対して診療等の対応を行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。）の合計（オンコールの待機時間は勤

務時間から除外した。オンコールは、通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。
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 医師の性・年齢構成に地域差がある。
 医師の性・年齢によって平均労働時間が異なる。

• 人口10万人対医師数では、医師の性別や、年齢の違いは考慮されていない。
• 医師偏在指標の作成等において、医師の性・年齢構成の違いをどのように考慮するか。

 「医師需給分科会第三次取りまとめ」における医師需給推計と同様に、性・年齢階級別の
平均労働時間によって重み付けを行ってはどうか。

課題

論点

１－４．医師の性別・年齢分布について（４）

෍

性・年齢階級

地域ごとの
標準化医師数

全ての性・年齢階級別の平均労働時間

性・年齢階級別の平均労働時間地域ごとの
性・年齢階級別

医師数
= ×

地域ごとに労働時間で医師数を補正する計算式（案）



外来患者の年齢階級別分布 （歯科を除く）

○ 外来患者数は、入院患者数と外来患者数の合計の約８割で、そのうち無床診療所を受診する者が約６割を占める。

入院／外来患者の施設別割合 （歯科を除く）
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参照）平成26年患者調査

一般診療所

病院

外来患者の傷病別割合 （歯科を除く）

0 2 4 6 8 10 12 14 16

周産期に発生した病態

先天奇形，変形及び染色体異常

妊娠，分娩及び産じょく

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で…

耳及び乳様突起の疾患

神経系の疾患

感染症及び寄生虫症

新生物

精神及び行動の障害

腎尿路生殖器系の疾患

皮膚及び皮下組織の疾患

消化器系の疾患

損傷，中毒及びその他の外因の影響

眼及び付属器の疾患

健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービス…

内分泌，栄養及び代謝疾患

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

循環器系の疾患

一般診療所

病院

(%)

健康状態に影響を及ぼす要因
及び保健サービスの利用

症状，徴候及び異常臨床所見・
異常検査所見で他に分類されないもの

血液及び造血器の疾患並びに
免疫機構の障害

（千人）

入院（病院）,
1,273千人,
うち96.5%

外来,
5,875千人,

81.7%

入院（有床診療所）,
46千人うち3.5%

外来（病院）,
1,642千人,
うち27.9%

外来（有床診療所）,
672千人,うち11.4%

外来（無床診療所）,
3,561千人,
うち60.6%

入院,
1,319千人,

18.3%

１－５．医師偏在の種別について①ー入院外来別の医師偏在について（１）
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医療従事者の需給に関する検討会
第14回 医師需給分科会（平成29年11月８日）
資料２（抜粋・一部改変）



人口10万対無床診療所数

103.8 

81.5 

69.9 
63.3 

特別区 政令市 中核市 その他

（上位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

区中央部 東京 248.8 

大阪市 大阪 123.1 

区西南部 東京 119.1 

益田 島根 114.3 

区西部 東京 113.5 

（下位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

鹿行 茨城 37.1 

熊毛 鹿児島 36.2 

相双 福島 35.2 

遠紋 北海道 32.9 

根室 北海道 26.5 

診療所の純増数の推移（開設－廃止）

※全国平均：71.8 600

400

200

0

指定都市・特別区

全体

その他

中核市

○ 無床診療所の医師数は、病院・診療所の約１／３。
○ 無床診療所は都市部に開設が偏る傾向がある。

二次医療圏別の人口10万対無床診療所数

平成20年 平成23年 平成26年

参照）平成20・23・26年医療施設調査

医療施設別の施設数・医師数 （常勤換算）

施設数 医師数

病院 ８，４９３
（ ８％）

２０４，７００
（６１％）

有床診療所 ８，３５５
（ ８％）

１５，６０５
（ ５％）

無床診療所 ９２，１０６
（８４％）

１１５，０７４
（３４％）

１－５．医師偏在の種別について①ー入院外来別の医師偏在について（２）
医療従事者の需給に関する検討会
第14回 医師需給分科会（平成29年11月８日）
資料２（抜粋・一部改変）
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 外来診療の多くを担っている診療所について地域偏在が存在することを踏まえ、医師偏在の状況
を、入院医療と外来医療のそれぞれで示すべきではないかという指摘がある。

課題

１－５．医師偏在の種別について①ー入院外来別の医師偏在について（３）

• 入院外来別の医師偏在指標について、どのように考えるか。
 診療所の医療提供体制の地域偏在に関して現状分析を行ってはどうか。
 当該分析については、今後、外来医療機能の不足・偏在等への対応について検討する際

に、併せて実施することとしてはどうか。

論点
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（１）

※内科 ・・（平成８～18年）内科、呼吸器科、循環器科、消化器科（胃腸科）、神経内科、アレルギー科、リウマチ科、心療内科
（平成20～26年）内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科

※外科 ・・（平成６～18年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、気管食道科、こう門科、小児外科
（平成20～26年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科、小児外科

※平成18年調査から「研修医」という項目が新設された 参照）平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査

平成 （年）

診療科別医師数の推移（平成６年を1.0とした場合）

 産科・産婦人科、小児科の医師は、医師全体に比べ、増加割合が少ない。
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・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごと
の医療需要と将来の病床数の必要量、在宅医療等の医療需要
を推計。

○ 地域医療構想

医療計画における主な記載事項

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を
把握し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築
のための具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評
価し、見直しを行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医療従事者の確保

・ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、
看護師等の確保。○ 医療の安全の確保

○ 基準病床数の算定

○ 医療圏の設定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者
流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示
し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単
位として区分。
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（２）

 周産期医療、小児科は、医療計画上、特に政策的に医療の確保を図るべきものと位置
付けられている。



分
娩
の
リ
ス
ク

○ 周産期に係る比較的高度な医療行為

○ ２４時間体制での周産期救急医療 298箇所

地域周産期母子医療センター

母体・新生児搬送

○ 正常分娩を含めた低リスク妊娠、分娩および正常新生児への対応

（助産所は正常な経過の妊娠、分娩および新生児のみ対応）

○ 妊婦健診を含めた分娩前後の診療

○ 他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

主に低リスク分娩を扱う医療機関 （一般病院、診療所、助産所）

○ リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療

○ 周産期医療システムの中核としての地域の周産期医療施設との連携

○ 周産期医療情報センター 108箇所

総合周産期母子医療センター

時間の流れ

○ 周産期医療施設を退
院した障害児等が療
養・療育できる体制の
提供

○ 在宅で療養・療育し
ている児の家族に対
する支援

療養・療育支援

■■療育センター

母体・新生児搬送
オープンシステム等による連携

※総合周産期母子医療センター
原則として３次医療圏に１か所整備

※地域周産期母子医療センター
総合周産期母子医療センター１か所に対し
数か所整備

平成30年4月1日現在
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（３）



周産期医療体制の背景・課題

背景と課題

議論の方向性

• 平成17年に「小児科・産科における医療資源の集約化・重点化の推進について」において、医療資源の
重点化・集約化の方策が示された。

• 平成22年に「周産期医療体制整備指針」に基づき、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医
療センターの整備が進んだ。

• 妊産婦死亡率や周産期死亡率もさらに低下した。

一方で

• 分娩件数は減少。それ以上に分娩取扱施設数も減少。

• 産婦人科医は増加傾向ではあるが、分娩を取り扱う医師の偏在が続いている。

• 基幹病院の大規模化により医師の勤務環境改善、リスクに応じた体制強化を行うことで、緊急対応も可能
な診療体制を取ることが可能となり、安心・安全な分娩環境が提供される。

• ローリスク分娩を地域で行える分娩施設は引き続き求められる。（助産師の活用含む。）

• 健診、分娩施設へのアクセスも（地域によっては）支援が必要となる。

体制整備は進んだが、分娩取扱医師の偏在が続いている

安心・安全な分娩環境の提供を進めるために

周産期医療体制整備計画、医療計画での記載
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（４）



○ 地域に必要な一般小児医療の実施

○ 生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援

□□小児科医院，△△病院小児科
一般小児医療（一次）

療養・療育を要する
小児の退院支援

緊
急
手
術
等
を

要
す
る
場
合
の
連
携

時間の流れ

医
療
機
能
（
重
症
度
）

○ 地域小児医療センターでは対応が困難
な高度な専門入院医療の実施

○ ２４時間体制での小児の救命救急医療

【高度小児専門医療や小児救命救急医療】

小児中核病院（三次）

○ 初期小児救急の実施

○○小児初期救急センター

初期小児救急（一次）

参画

【小児専門医療、入院小児救急、新生児医療】

○ 一般小児医療を行う機関では対応が困難な小児専門医療の実施
○ 入院を要する小児救急医療の２４時間体制での実施

小児地域医療センター（二次）

【行政機関】
○ 子ども医療電話相談

（＃8000事業）

相談支援

療養・療育を要する
小児の退院支援

常時の監視等
を要する患者

高度専門的な医療
等を要する患者

重
篤
な
小
児
患
者
の
紹
介

小児医療の体制

○ 地理的に孤立した地域に不可欠で、他地域の小児科と統廃合が不適当である小児科
○ 軽症用入院病床を設置し、一次から二次医療を担う

○ 生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援

小児地域支援病院（一次～二次）

△△病院小児科

参画
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（５）
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１５－４９女性人口千人あたりの９月の分娩件数 全国値
参照）
分娩件数：平成26年医療施設調査
人口：平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（６）

 15～49歳女性人口1,000人に対する9月の分娩件数は、都道府県間で約1.7倍の格
差がある。

15～49歳女性人口1,000人対分娩件数
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１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（７）

 15～49歳女性人口10万人に対する産婦人科医師数、医療施設従事医師数のうち産科・産婦人
科医師数割合は、それぞれ都道府県間で約２倍の格差がある。

15～49歳女性人口10万人対産婦人科医師数

医療施設従事医師数のうち、産科・産婦人科医師数の割合

参照）
人口：平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
医師数：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
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参照）
人口：平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
医師数：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査

１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（８）

 15歳未満小児人口10万人に対する小児科医師数、医療施設従事医師数のうち小児科医師数割
合は、それぞれ都道府県間で約２倍の格差がある。

医療施設従事医師数のうち、小児科医師数の割合
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15歳未満小児人口10万人対小児科医師数

（％）



週当たり勤務時間60時間以上の病院常勤医師の診療科別割合

○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合でみると、診療科間で２倍近くの差が生じる。
○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合は、産婦人科で約53％、臨床研修医48％、救急科約
48％、外科系約47％と半数程度である。

割合

※ 病院勤務の常勤医師のみ

※ 診療時間：外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。 診療外時間：教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。 待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、院内に待機して応急患者に対して診療等の対応を

行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。 勤務時間：診療時間、診療外時間、待機時間の合計（オンコールの待機時間は勤務時間から除外した。オン

コールは、通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成 40

１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（９）



 医師偏在の状況を、診療科別に示すべきではないかという指摘がある。
 一方、診療科偏在の分析のためには、診療科と疾病・診療行為の対応を明らかにすることが必要と

いう指摘がある。

 周産期医療、小児医療については、医療計画上、特に政策的に医療の確保が必要とされている。
 しかしながら、産科・産婦人科、小児科の医師数は、医師全体に比べ、増加割合が少ない。
 また、産科、小児科における医療需要や人口当たり医師数の分布は、全診療科における分布と異

なっている。

41

課題

１－６．医師偏在の種別について②ー診療科別の医師偏在について（10）

 基本的対応としては、まず診療科と疾病・診療行為の対応を明らかにすることとし、その後、診療
科別の医師偏在指標について検討してはどうか。

 しかし、医師偏在に対する喫緊の対応のため、特に必要性が高い診療科（産科、小児科）に
ついては、暫定的に、診療科別医師偏在指標を示し、来年度から都道府県が策定する医師確
保計画において活用することとしてはどうか。この際、暫定的な指標は、診療科間の偏在を調整
するものではないことに留意が必要である（診療科間の偏在を調整するためには、全診療科別
の医師偏在指標が必要となる。）。

 また、暫定的な指標については、これらの診療科にのみ負担が偏ることのないよう、医師確保計
画の内容等に十分な配慮を行うこととするとともに、当面の医師確保計画にのみ活用することと
し、医師養成数等の将来時点の検討には用いないこととしてはどうか。

論点



２－１．課題の整理

２－２．医師偏在指標について

２．医師偏在指標について

42



人口10万人対医師数における課題 医師偏在指標における対応

１－１．
人口構成（性・年齢構成）の違いを反映できていない

地域ごとの医療需要について、人口構成の違いを踏まえ、
受療率を用いて性年齢調整を行ったものを用いてはどうか。

１－２．
患者の流出入等を反映できていない

昼間人口と夜間人口のそれぞれを用い、実態に応じた一
定の重み付けを行ったものを用いてはどうか。
患者の流出入に関しては、患者住所地を基準に流出入
実態を踏まえ、都道府県間調整を行うこととしてはどうか。

１－３．
へき地等の地理的条件を反映できていない

法律上、医師確保対策の対象とされている「医師の確保
を特に図るべき区域」に、医師少数区域以外の二次医療
圏に存在する無医地区、準無医地区（へき地診療所設
置済み地区を含む。）も一定の考え方の下、含めることを
検討してはどうか

１－４．
医師の性別・年齢分布について反映できていない

医師の性・年齢階級別の平均労働時間で重み付けを
行ったものを用いてはどうか。

１－５．
入院、外来などの機能ごとの偏在の状況、診療科別の医
師の偏在の状況を反映できていない

入院外来別の医師偏在については、外来医療機能の不
足・偏在等への対応について検討する際に併せて検討す
ることとしてはどうか。
診療科別の医師偏在については、喫緊の対応として小児
科と産科についての指標を暫定的に作成してはどうか。
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２－１．課題の整理



• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを用いて調整す
る。

• 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整する。

医師偏在指標 ＝ 地域の人口

標準化医師数

× 地域の標準化受療率比（※１）÷ 10万

標準化医師数 = σ性年齢階級別医師数 ×
性年齢階級別平均労働時間

全医師の平均労働時間

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２）

Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別人口）
地域の人口

地域の期待受療率(※２) ＝

２－２．医師偏在指標について
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